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3月の税務と労務3月 （弥生）MARCH

21日・春分の日 国　税／�令和4年分所得税の確定申
告� 2月16日〜3月15日

国　税／�個人の青色申告の承認申請
� 3月15日

国　税／�贈与税の申告�
� 2月1日〜3月15日

国　税／�2月分源泉所得税の納付�
� 3月10日

国　税／�個人事業者の令和4年分消
費税等の確定申告� 3月31日

国　税／�1月決算法人の確定申告（法
人税・消費税等）� 3月31日

国　税／�7月決算法人の中間申告�
� 3月31日

国　税／�4月、7月、10月決算法人の消
費税等の中間申告（年3回の
場合）� 3月31日

地方税／�個人の都道府県民税、市町
村民税、事業税（事業所税）
の申告� 3月15日

　預金口座の情報をマイナンバーとともに事前に国（デジタル庁）
に登録することで、給付金等の申請の際に申請書への口座情報の
記載や通帳の写し等の添付などが不要になる制度。口座情報は行
政機関等に提供されて、給付金のほか、年金、児童手当、所得税
の還付金等、幅広い給付金等の支給事務に利用されます。

公金受取口座登録制度



3 月号 ─ 2

　

い
よ
い
よ
本
年
の
10
月
よ
り
イ
ン

ボ
イ
ス
制
度
が
導
入
さ
れ
ま
す
。
今

回
は
、
免
税
事
業
者
が
イ
ン
ボ
イ
ス

発
行
事
業
者
の
登
録
（
以
下
、「
イ

ン
ボ
イ
ス
登
録
」）
を
行
い
課
税
事

業
者
と
な
る
場
合
を
考
え
、
消
費
税

の
制
度
や
手
続
き
等
に
つ
い
て
見
て

い
き
ま
す
。
既
に
課
税
事
業
者
で
あ

る
方
は
制
度
の
お
さ
ら
い
を
兼
ね
て

ご
確
認
く
だ
さ
い
。

１　

消
費
税
の
納
税
義
務
者
と
は

　

消
費
税
に
つ
い
て
は
、

①　

基
準
期
間
（
法
人
の
場
合
は

前
々
事
業
年
度
、
個
人
事
業
主
の

場
合
は
前
々
年
）
の
課
税
対
象
と

な
る
収
入
（
課
税
売
上
げ
）
が
、

１
０
０
０
万
円
を
超
え
る
場
合

②　

特
定
期
間
（
法
人
の
場
合
は
前

事
業
年
度
の
開
始
か
ら
６
か
月
、

個
人
事
業
主
の
場
合
は
前
年
の
１

月
か
ら
６
月
ま
で
の
期
間
）
の
課

税
売
上
げ
及
び
給
与
等
支
給
額
が

１
０
０
０
万
円
を
超
え
る
場
合

③　

①
、
②
に
該
当
し
な
い
場
合
で

あ
っ
て
も
、
イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
を

選
択
し
た
場
合

な
ど
が
納
税
義
務
者
と
な
り
ま
す
。

　

更
に
、
多
額
な
設
備
投
資
を
行
う

等
の
理
由
に
よ
り
消
費
税
の
還
付
を

受
け
た
い
場
合
は
、
自
主
的
に
納
税

義
務
者
と
な
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

２　

課
税
事
業
者
と
な
る
場
合
の
届
出

　

前
述
の
①
に
該
当
す
る
こ
と
に
な

っ
た
場
合
は
、「
消
費
税
課
税
事
業

者
届
出
書
（
基
準
期
間
用
）」、
②
に

該
当
す
る
こ
と
に
な
っ
た
場
合
は「
消

費
税
課
税
事
業
者
届
出
書
（
特
定
期

間
用
）」
を
、
速
や
か
に
提
出
す
る

こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

次
に
③
の
場
合
に
つ
い
て
で
す
が
、

免
税
事
業
者
が
令
和
５
年
10
月
１
日

か
ら
令
和
11
年
９
月
30
日
ま
で
の
日

の
属
す
る
課
税
期
間
中
に
イ
ン
ボ
イ

ス
登
録
を
受
け
る
こ
と
と
な
っ
た
場

合
に
は
、
登
録
日
か
ら
課
税
事
業
者

と
な
り
、「
消
費
税
課
税
事
業
者
選

択
届
出
書
」
を
提
出
す
る
必
要
は
あ

り
ま
せ
ん
。

　

一
方
、
イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
を
せ
ず

に
納
税
義
務
者
を
選
択
し
た
い
場
合

に
は
、「
消
費
税
課
税
事
業
者
選
択

届
出
書
」
を
、
選
択
し
よ
う
と
す
る

課
税
期
間
の
初
日
の
前
日
ま
で
に
提

出
す
る
必
要
が
あ
る
の
で
ご
注
意
く

だ
さ
い
。

３　

消
費
税
の
計
算
方
法

⑴
　
原
則

　

納
付
す
る
消
費
税
の
計
算
方
法

は
、
課
税
売
上
げ
に
係
る
消
費
税
額

（
売
上
税
額
）
か
ら
、
仕
入
れ
や
経

費
に
係
る
消
費
税
額
（
仕
入
税
額
）

を
控
除
し
て
（
差
し
引
い
て
）
計
算

し
ま
す
。
た
だ
し
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制

度
導
入
後
は
、
原
則
と
し
て
仕
入
税

額
を
控
除
す
る
た
め
に
は
、
受
け
取

っ
た
イ
ン
ボ
イ
ス
の
保
存
が
必
要
と

さ
れ
ま
す
。

⑵
　
簡
易
課
税
制
度

　

⑴
の
原
則
計
算
に
よ
る
場
合
は
、

ど
う
し
て
も
事
務
の
煩
雑
さ
を
伴
い

ま
す
。
イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
の
た
め
に

課
税
事
業
者
と
な
る
方
な
ど
に
と
っ

て
は
、
こ
の
計
算
が
負
担
に
な
る
こ

と
も
考
え
ら
れ
ま
す
。

　

そ
こ
で
、
基
準
期
間
の
課
税
売
上

げ
が
５
０
０
０
万
円
以
下
の
場
合

は
、
届
出
に
よ
り「
簡
易
課
税
制
度
」

に
よ
る
計
算
が
認
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
制
度
は
、
課
税
売
上
げ
に
係

る
消
費
税
額
に
、
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業

に
応
じ
た
一
定
の「
み
な
し
仕
入
率
」

を
掛
け
た
金
額
を
仕
入
れ
や
経
費
に

簡易課税制度の事業区分とみなし仕入率
事業区分 該当する事業 みなし仕入率

第1種事業 卸売業 90%

第2種事業 小売業、農林漁業（飲食料品） 80%

第3種事業 製造業、農林漁業（飲食料品除く）等 70%

第4種事業 その他事業（飲食店業等） 60%

第5種事業 サービス業（飲食店業除く）等 50%

第6種事業 不動産業 40%

インボイスに備える
消費税の制度・手続き



3 ─ 3 月号

　

し
た
が
っ
て
、
簡
易
課
税
制
度
に

お
け
る
事
業
区
分
に
関
係
な
く
、
課

税
売
上
げ
に
係
る
消
費
税
額
の
20
％

を
納
付
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

係
る
消
費
税
額
と
み
な
し
て
納
付
税

額
を
計
算
す
る
も
の
で
す
。

　

な
お
、
こ
の
制
度
を
選
択
し
た
場

合
は
、
イ
ン
ボ
イ
ス
制
度
導
入
後
で

あ
っ
て
も
、
仕
入
税
額
に
係
る
イ
ン

ボ
イ
ス
の
保
存
は
不
要
と
な
り
ま
す
。

　

例
え
ば
、
事
業
区
分
が
サ
ー
ビ
ス

業
に
該
当
し
、
課
税
売
上
げ
に
係
る

消
費
税
額
が
80
万
円
で
あ
っ
た
場
合

は
、
み
な
し
仕
入
率
が
50
％
と
な
る

の
で
、
40
万
円
が
納
付
税
額
と
な
り

ま
す
。

　

た
だ
し
、
み
な
し
仕
入
率
に
よ
り

納
付
税
額
を
計
算
す
る
と
い
う
こ
と

は
、
実
際
の
仕
入
税
額
よ
り
も
仕
入

税
額
控
除
が
少
な
く
な
る
こ
と
も
あ

り
、
ま
た
、
多
額
な
設
備
投
資
を
行

っ
て
、
本
来
で
あ
れ
ば
消
費
税
額
の

還
付
と
な
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
還

付
を
受
け
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
の

で
注
意
が
必
要
で
す
。

４　

簡
易
課
税
制
度
選
択
の
届
出

⑴
　
原
則

　

簡
易
課
税
制
度
は
届
出
に
よ
り
選

択
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
、
課

税
期
間
ご
と
に
原
則
計
算
と
の
有
利

不
利
を
検
討
し
て
適
用
で
き
る
も
の

で
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

簡
易
課
税
制
度
を
選
択
し
た
場
合

は
、
原
則
と
し
て
２
年
間
継
続
し
た

後
で
な
け
れ
ば
取
り
や
め
る
こ
と
は

で
き
な
い
の
で
注
意
が
必
要
で
す
。

　

そ
こ
で
選
択
の
届
出
に
つ
い
て
で

す
が
、「
消
費
税
簡
易
課
税
制
度
選

択
届
出
書
」
を
、
適
用
を
受
け
よ
う

と
す
る
課
税
期
間
の
初
日
の
前
日
ま

で
に
提
出
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

な
お
、
こ
の
届
出
を
し
て
い
た
場
合

で
あ
っ
て
も
、
基
準
期
間
の
課
税
売

上
げ
が
５
０
０
０
万
円
を
超
え
た
課

税
期
間
は
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
ま

せ
ん
。
ま
た
、
一
度
届
出
を
し
た
場

合
は
、「
簡
易
課
税
制
度
選
択
不
適

用
届
出
書
」
を
提
出
し
な
い
限
り
、

そ
の
効
力
は
存
続
し
ま
す
。

⑵
　
免
税
事
業
者
が
イ
ン
ボ
イ
ス
登

録
を
行
う
場
合
の
特
例

　

免
税
事
業
者
が
令
和
５
年
10
月
１

日
か
ら
令
和
11
年
９
月
30
日
ま
で
の

日
の
属
す
る
課
税
期
間
に
イ
ン
ボ
イ

ス
登
録
を
受
け
、
登
録
を
受
け
た
日

か
ら
課
税
事
業
者
と
な
る
場
合
は
、

そ
の
課
税
期
間
か
ら
簡
易
課
税
制
度

の
適
用
を
受
け
る
旨
を
記
載
し
た

「
消
費
税
簡
易
課
税
制
度
選
択
届
出

書
」
を
、
⑴
で
述
べ
た
適
用
を
受
け

よ
う
と
す
る
課
税
期
間
の
初
日
の
前

日
ま
で
で
は
な
く
、
そ
の
課
税
期
間

の
末
日
ま
で
に
提
出
す
る
こ
と
が
認

め
ら
れ
て
い
ま
す（
下
図
参
照
）。

５　

令
和
５
年
度
税
制
改
正
（
案
）

で
の
変
更
点

　

令
和
５
年
10
月
１
日
か
ら
令
和
８

年
９
月
30
日
ま
で
の
日
の
属
す
る
各

課
税
期
間
に
お
い
て
、
免
税
事
業
者

が
イ
ン
ボ
イ
ス
登
録
に
よ
り
課
税
事

業
者
と
な
る
場
合
に
は
、
前
述
の
簡

易
課
税
制
度
の
よ
う
な
届
出
を
せ
ず

に
、
課
税
売
上
げ
に
係
る
消
費
税
額

に
80
％
を
掛
け
た
金
額
を
仕
入
れ
や

経
費
に
係
る
消
費
税
額
と
み
な
し

て
、
納
付
税
額
を
計
算
す
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

【参考資料】
国税庁

「消費税の
　しくみ」

簡易課税制度を選択した場合の計算方法

　インボイスは保存不要　

　売上げの
　消費税額 － 仕入れや経費

の消費税額 ＝ 納付する税額

売上税額が分かれば　
納付税額の計算が可能

　売上げの消費税額×みなし仕入率　

【国税庁資料】

（例）�　免税事業者である個人事業者が令和5年10月1日から登録を受けた場合で、令和
5年分の申告において簡易課税制度の適用を受けるとき

登録日
（令和 5年 10 月 1日）

⬇

免税事業者 免税事業者
適格請求書
発行事業者

（課税事業者）

適格請求書発行事業者
（課税事業者）

	 令和 4年分	 令和 5年分	 令和 6年分

　　　　　　　⬆
消費税簡易課税制度選択届出書提出
（令和5年12月31日までに提出）
※令和5年分から適用する旨を記載

消費税簡易
課税制度　
選択届出書

簡易課税制度の適用

提出期間

【国税庁資料】
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　譲渡所得の基因となる資産を人格のない
社団（同窓会）に寄附した場合、譲渡所得
の課税関係に注意が必要です。その同窓会
が「法人でない社団又は財団で代表者又は
管理人の定めがあるもの」（人格のない社
団等）に該当する場合には、その同窓会は、
所得税法上、法人とみなされるので、その
資産を時価で譲渡したものとする「みなし
譲渡課税」の適用があります。また、この
場合、人格のない社団等は個人とみなされ
贈与税又は相続税が課されます。
　この贈与税又は相続税の額の計算におい
ては、人格のない社団等に課されるべき法
人税等相当額が控除されます。
　その同窓会が「法人でない社団又は財団
で代表者又は管理人の定めがあるもの」に
該当しない場合でその構成員が個人である
ときには、当該個人に対する贈与（贈与税
の課税）となり、所得税の課税関係は生じ
ません。

KEY WORD  
同窓会に対する寄附と譲渡所得

　昭和24年、北海道酒類密造防止協
力会から刊行された『税務署長の冒険』
の著者は、次のうち誰でしょう。
①宮沢賢治  ②島崎藤村  ③高村光太郎

【解説】 �
　日本の経済は、第1次世界大戦の大戦景
気の後低迷しましたが、この際にも、酒税
は所得税とともに国の税収を支えました。
こうした中、明治時代後半から大蔵省や税
務監督局（及びその前身の税務管理局）で
は、職務遂行の能力向上のため専門的な内
容の講習会を行いました。
　現在では、酒税関係の犯則事件はほとん
ど見られませんが、明治32年（1899）の
自家用料酒の禁止に伴い密造酒の製造が横
行した時代がありました。密造酒は、人体
に有害な影響をもたらすものであり、また

税源確保の視点から密造取締りが行われま
した。密造酒は、農山村部を中心に自家用
飲酒を目的として作られましたが、戦後に
は職を失った人々が生活の糧として大規模
に都会でも行うようになり、工業用アルコ
ールを使用した健康被害なども深刻な社会
問題にもなり、税務署や様々な団体による
取締りが行われました。
　こうした時代背景の中で、童話作家・宮
沢賢治が執筆したのが、ある村に赴任して
きた税務署長が、その村で製造されている
密造酒について調査を続けるうちに、その
密造は村中が組織ぐるみとなっていたこと
が判明するという、大人向けのユーモラス
な短編のストーリー、『税務署長の冒険』で
す。
　国税庁のホームページでは、同書は大正
12年頃の租税史料として紹介されていま
す。また、刊行されたのは没後の昭和24
年で、現在では電子書籍にもなっています。

�  【答え】①宮沢賢治

税 金 ク イ ズ

　

国
税
庁
が
令
和
４
年
12
月
１
日
か

ら
提
供
を
始
め
た
「
ス
マ
ホ
ア
プ
リ

納
付
」
で
す
が
、
い
く
つ
か
留
意
点

が
あ
り
ま
す
。

　

ま
ず
、
納
付
手
続
の
情
報
は
、
手

続
完
了
時
に
決
済
専
用
サ
イ
ト
か
ら

ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
す
る
か
、
登
録
し
た

メ
ー
ル
ア
ド
レ
ス
宛
に
送
ら
れ
て
く

る
納
付
手
続
完
了
メ
ー
ル
で
確
認
す

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

次
に
、
家
族
等
の
国
税
を
納
付
す

る
こ
と
も
可
能
で
す
が
、こ
の
場
合
、

利
用
者
情
報
入
力
の
際
に
、
確
定
申

告
書
等
に
記
載
さ
れ
て
い
る
氏
名
等

の
情
報
を
入
力
し
ま
す
。

　

そ
の
他
、
複
数
の
税
目
を
ま
と
め

て
納
付
手
続
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ

ん
。
ま
た
、
決
済
情
報
の
入
力
は
途

中
で
保
存
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん

の
で
、
入
力
途
中
で
画
面
を
閉
じ
て

し
ま
っ
た
場
合
な
ど
は
、
最
初
か
ら

や
り
直
す
必
要
が
あ
り
ま
す
。

ス
マ
ホ
ア
プ
リ
納
付
の
留
意
点


